
平成25年９月橋本市議会定例会会議録（第６号）その４ 

平成25年９月20日（金） 

                                          

                  

日程第22 委員会提出議案第１号 地方税

財源の充実確保を求める意見書についてと、

日程第23 委員会提出議案第２号 森林吸

収源対策及び地球温暖化対策に関する地方

の財源確保を求める意見書について の２

件 

○議長（石橋英和君）日程第22 委員会提出

議案第１号 地方税財源の充実確保を求める

意見書について と、日程第23 委員会提出

議案第２号 森林吸収源対策及び地球温暖化

対策に関する地方の財源確保を求める意見書

について の２件を一括議題といたします。 

 本案について、提案理由の説明を求めます。 

 総務委員会委員長 21番 岡君。 

〔21番（岡 弘悟君）登壇〕 

○21番（岡 弘悟君）それでは、朗読をもっ

て説明とさせていただきます。 

 まず、地方税財源の充実確保を求める意見

書。 

 地方財政は、社会保障関係費などの財政需

要の増加や地方税収の低迷等により、厳しい

状況が続いている。 

 こうした中、基礎自治体である市が、住民

サービスやまちづくりを安定的に行うために

は、地方税財源の充実確保が不可欠である。 

 よって、国においては、下記事項を実現さ

れるよう強く求める。 

 １．地方交付税の増額による一般財源総額

の確保について。 

 （１）地方単独事業を含めた社会保障関係

費の増など地方の財政需要を、地方財政計画

に的確に反映することにより、一般財源総額

を確保すること。 

 （２）特に地方の固有財源である地方交付

税については、本来の役割である財源保障機

能・財源調整機能が適切に発揮されるよう増

額すること。 

 （３）財源不足額については、臨時財政対

策債の発行等によることなく、地方交付税の

法定率の引き上げにより対応すること。 

 （４）依然として厳しい地域経済を活性化

させる必要があることから、地方財政計画に

おける歳出特別枠を維持すること。 

 （５）地方公務員給与の引き下げを前提と

して、平成25年度の地方交付税が削減された

が、地方の固有財源である地方交付税を国の

施策誘導手段として用いることは、避けるこ

と。 

 ２．地方財源の充実確保等について。 

 （１）地方が担う事務と責任に見合う税財

源配分を基本とし、当面、国と地方の税源配

分を「５：５」とすること。 

 その際、地方消費税の充実など、税源の偏

在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を

構築すること。 

 （２）個人住民税は、その充実確保を図る

とともに、「地域社会の会費」という基本的な

性格を踏まえ、政策的な税額控除を導入しな

いこと。 

 （３）固定資産税は、市町村の基幹税目で

あることから、その安定的確保を図ること。 

 特に、償却資産の根幹をなしている「機械

及び装置」に対する課税等については、現行

制度を堅持すること。 

 （４）法人住民税は、均等割の税率を引き

上げること。 

 （５）自動車重量税及び自動車取得税は、

代替財源を示さない限り、市町村への財源配
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分の仕組みを含め現行制度を堅持すること。 

 （６）ゴルフ場利用税は、ゴルフ場所在の

市町村にとって貴重な税源となっていること

から、現行制度を堅持すること。 

 （７）地球温暖化対策において地方自治体

が果たしている役割を踏まえ、地球温暖化対

策譲与税を新たに創設するなど、地方税財源

を確保する仕組みを構築すること。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見

書を提出する。 

 平成25年９月 橋本市議会。 

 提出先は、内閣総理大臣、財務大臣、総務

大臣、内閣官房長官、内閣府特命担当大臣（経

済財政政策）。 

 以上です。 

 続きまして、森林吸収源対策及び地球温暖

化対策に関する地方の財源確保を求める意見

書。 

 地球温暖化防止のための温室効果ガスの削

減は、我が国のみならず地球規模の重要かつ

喫緊の課題となっており、森林の持つ地球温

暖化の防止や国土の保全、水資源の涵養、自

然環境の保持など「森林の公益的機能」に対

する国民の関心と期待は大きくなっている。 

 また、我が国は、平成25年度以降において

も、京都議定書目標達成計画に掲げられたも

の（第１約束期間における温室効果ガス排出

削減義務６％のうち、3.8％を森林吸収量で確

保）と同等以上の取り組みを推進することと

している。 

 このような経緯も踏まえ、「地球温暖化対策

のための石油石炭税の税率の特例措置」が平

成24年10月に導入されたが、使途は、ＣＯ２

排出抑制対策に限定されており、森林吸収源

対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源

確保については、「早急に総合的な検討を行

う」との方針にとどまっている。 

 もとより、地球温暖化防止をより確実なも

のとするためには、森林の整備・保全等の森

林吸収源対策や豊富な自然環境が生み出す再

生可能エネルギーの活用などの取り組みを、

山村地域の市町村が主体的・総合的に実施す

ることが不可欠である。 

 しかしながら、これら市町村では、木材価

格の暴落・低迷や林業従事者の高齢化、後継

者不足など厳しい情勢にあり、その結果、山

そのものが荒廃し、自然災害等の脅威に国民

の生命財産が脅かされるといった事態が生じ

ている。 

 これを再生させることとともに、森林吸収

源対策などの地球温暖化対策に取り組むため

の恒久的・安定的な財源確保を講ずることが

急務である。 

 よって、下記事項の実現を強く求めるもの

である。 

 記。 

 自然災害などの脅威から国民の生命財産を

守るための森林・林業・山村対策の抜本的な

強化を図ることに加え、二酸化炭素吸収源と

して最も重要な機能を有する森林の整備・保

全等を推進する市町村の役割を踏まえ、「石油

石炭税の税率の特例」による税収の一定割合

を、森林面積に応じて譲与する仕組みの構築

を強く求める。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見

書を提出する。 

 平成25年９月 橋本市議会。 

 提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣

総理大臣、財務大臣、総務大臣、農林水産大

臣、環境大臣、経済産業大臣。 

 以上です。議員各位のご賛同のほど、よろ

しくお願いいたします。 

○議長（石橋英和君）説明が終わりました。 

 これより、委員会提出議案第１号について

質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕  本案は原案のとおり決することにご異議あ

りませんか。 ○議長（石橋英和君）質疑がないようですの

で、質疑を終結いたします。 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 ただ今、議題となっております委員会提出

議案第１号については、会議規則第37条第２

項の規定により、委員会に付託いたしません。 

○議長（石橋英和君）ご異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

 これより、討論に入ります。                      

 討論する方ありませんか。 日程第24 委員会提出議案第３号 少人数

学級の推進及び義務教育に必要

な財源の確保を求める意見書に

ついて 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）討論がないようですの

で、討論を終結いたします。 

 これより、委員会提出議案第１号 地方税

財源の充実確保を求める意見書について を

採決いたします。 

○議長（石橋英和君）日程第24 委員会提出

議案第３号 少人数学級の推進及び義務教育

に必要な財源の確保を求める意見書について

を議題といたします。  本案は原案のとおり決することにご異議あ

りませんか。  本案について、提案理由の説明を求めます。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕  文教厚生委員会委員長 17番 松本君。 

○議長（石橋英和君）ご異議なしと認めます。 〔17番（松本健一君）登壇〕 

 よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

○17番（松本健一君）意見書の朗読をもって

提案理由の説明とさせていただきます。 

 次に、委員会提出議案第２号について質疑

を行います。 

 少人数学級の推進及び義務教育に必要な財

源の確保を求める意見書。 

 質疑ありませんか。  今日、学校現場においては、不登校やいじ

めなどの課題が深刻化するとともに、障がい

がある子どもや虐待を受けた児童生徒、国語

指導など特別な支援を必要とする子ども等、

一人ひとりの子どもに対するきめ細やかな対

応が求められている。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）質疑がないようですの

で、質疑を終結いたします。 

 ただ今、議題となっております委員会提出

議案第２号については、委員会に付託いたし

ません。  小学校における学級編制基準については、

平成23年度の法改正により、小学校１年生

の35人以下学級の実現が図られたものの、他

の学年については、小学校２年生のみに加配

措置が行われるにとどまっている。 

 これより、討論に入ります。 

 討論する方ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）討論がないようですの

で、討論を終結いたします。  和歌山県においては、小学校３年生から６

年生についても、一学年２クラス編制まで

は38人以下学級、３クラス編制からは35人以

下学級を実現しているが、標準法定数を超え

て教員を配置せざるを得ない状況にある。ま

 これより、委員会提出議案第２号 森林吸

収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の

財源確保を求める意見書について を採決い

たします。 
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た、平成25年度に小学校３年生になった子ど

もたちは、一部で学級編制が38人以下に見直

され、これまでの少人数学級の推進に逆行す

る形となったことから、早急に制度としての

全学年の少人数学級編制の実現が望まれる。 

○議長（石橋英和君）討論がないようですの

で、討論を終結いたします。 

 これより、委員会提出議案第３号 少人数

学級の推進及び義務教育に必要な財源の確保

を求める意見書について を採決いたします。 

 日本のＧＤＰに占める公的な教育支出の割

合は、比較可能なＯＥＣＤ加盟国中、３年連

続で最下位となっている。将来を担い、社会

の基盤づくりにつながる子どもたちへの教育

は非常に重要であり、義務教育に十分な財源

が確保されることが必要不可欠である。 

 本案は原案のとおり決することにご異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）ご異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

 よって、国においては、下記事項を実現さ

れるよう強く要望する。 

                     

日程第25 議員提出議案第１号 防災・減

災等に資する国土強靭化基本法

の早期成立を求める意見書につ

いて 

 記。 

 １．小学校２年生以上の学級編制について、

少人数学級編制の制度化を早期実現すること。 

 ２．少人数学級編制により、十分な数の教

職員を配置するための財源確保のため、必要

な財政的支援を行うこと。 

○議長（石橋英和君）日程第25 議員提出議

案第１号 防災・減災等に資する国土強靭化

基本法の早期成立を求める意見書について 

を議題といたします。  以上、地方自治法第99条の規定により意見

書を提出する。  本案について、提案理由の説明を求めます。 

 平成25年９月 橋本市議会。  ９番 上田君。 

 提出先、衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、内閣官房長官、財務大臣、総務大臣、

文部科学大臣。 

〔９番（上田良治君）登壇〕 

○９番（上田良治君）防災・減災等に資する

国土強靭化基本法の早期成立を求める意見書

について、提案者を代表して提案理由の説明

を行います。 

 以上、説明とさせていただきます。 

○議長（石橋英和君）説明が終わりました。 

 これより、質疑を行います。  東日本大震災は、全国各地に未曽有の被害

をもたらし、また、本県を含む紀伊半島にお

いても台風12号による豪雨災害により甚大な

被害を被った。 

 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）質疑がないようですの

で、質疑を終結いたします。  また、東海・東南海・南海地震がいつ発生

してもおかしくない状況にあり、必要な事前

防災及び減災に資する対策が講じられた災害

に強い国土づくりは、喫緊の最重要課題であ

る。 

 ただ今、議題となっております委員会提出

議案第３号については、委員会に付託いたし

ません。 

 これより、討論に入ります。 

 討論する方ありませんか。  そのためには、人命の保護が最大限に図ら

れること、国家及び社会の重要な機能が致命〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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的な障害を受けず、維持され、我が国の政治、

経済及び社会の活動が持続可能なものとなる

こと、国民の財産及び公共施設に係る被害を

最小限にすること、迅速な復旧復興が図られ

ることがそれぞれ必要であると考えられる。 

 よって、国におかれては、大災害から国民

の生命、財産を守り、我が国経済社会の発展

及び国民生活の安定向上を図るとともに、今

後、長期間にわたって持続可能な国家機能及

び日本社会の構築を図るため、「防災・減災等

に資する国土強靭化基本法」を早期に制定さ

れるよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見

書を提出する。 

 平成25年９月 橋本市議会。 

 提出先、衆参両院議長、内閣総理大臣、総

務大臣、内閣官房長官。 

 以上、議員の皆さま方のご賛同を賜ります

ようお願い申し上げ、提案理由の説明を終わ

ります。 

○議長（石橋英和君）説明が終わりました。 

 これより、質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

 ３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）提案者に伺います。こ

の意見書の文章そのものは理解できる部分も

あるんですけれども、これ、財源はどの程度

必要なのか。また、財源をどのようにして確

保しようと考えているのか。それと、具体的

な対策としては、私ども橋本市では、どうい

うことをやってほしいと望んで、望むといい

ますか、考えておられるのか、この点伺いま

す。 

○議長（石橋英和君）９番 上田君。 

○９番（上田良治君）ただ今の質問に対して

お答えを申し上げます。 

 まず、財源、いろいろと今、国のほうでも

言われておりますが、10年間で総額200兆円と

も言われてございます。そして、こういった

国土強靭化基本法ということで、今後、大き

な災害等に対して、今、道路それから橋、そ

ういったものについても老朽化してございま

す。それから、橋本市においても、ため池も

老朽化しておるということで、決壊、そうい

ったものもこれから防いでいかなならんとい

うことで、いろんな建築物に対してもそうし

た耐震化、これを今後急務ということで、い

ろんな施策がこの中に入ってございます。 

 そういったことで、高速道路といたしまし

ても未整備区間、そういったものが全国各地

でございます。橋本市というか、和歌山県に

あっても、そういった未整備区間をこれから

解消していかなならんと。それから、大阪と

の府県間道路、国道371号、これも早期に実現

をしていかなならない。また、河南道路にあ

ってもそうですね。農免道路もそうでござい

ます。そういったことで、いろんな公共施設

の耐震化、あるいは道路、池、橋、それから

トンネルもそうですね。つり天井とかでいっ

て、いろいろとそういった崩落事故もありま

す。そういった中で、今後、日本国、それか

ら橋本市においても強い国土づくりを進めて

いかなければならないということで、今回、

国のほうに意見書を提出したいと、かように

思ってございます。 

 財源等については、今後、この10月の秋口

に、国のほうでいろいろと審査をされて決定

をされるという方針でございますので、めど

は立ってくると思いますので、そういったこ

とで答弁とさせていただきます。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）10年間で200兆円という

ことで、毎年20兆円使うということなんです

が、この財源をどこに求めるのかという、い

わゆる借金をするということなのか、消費税、

これ、消費税の増税と絡んで、３党で秘密裏
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に何か進められていて、国土強靭化とだけつ

けていたのが防災・減災というふうについて

いるんですが、それぞれ意見はあろうと思う

んですが、どうしても巨大な公共事業といい

ますか、どうしてもそういうものをイメージ

してしまうので、やはり公共事業そのものを

否定するわけではないんですけれども、市民

の生活と密着した形の公共事業等を進めると

いうことであればいいんですが、わざわざ法

律をつくって、どうしてもやる必要があると

いったあたりが理解できにくいんですが、説

明いただけますか。 

 討論する方ありませんか。 

 ２番 阪本君。 

〔２番（阪本久代君）登壇〕 

○２番（阪本久代君）防災・減災等に資する

国土強靭化基本法の早期成立を求める意見書

の提出に、反対の立場から討論を行います。 

 防災・減災等に資する国土強靭化基本法案

は、５月に自民党と公明党が国会に提出をい

たしました。昨年自民党が提出した国土強靭

化基本法にあった多極分散型の国土の形成、

複数の国土軸の形成など、全総計画をほうふ

つさせる文言や、高速自動車国道や新幹線鉄

道網の構築など、具体的事業名は削られてい

ます。しかし、法案が規定する国土強靭化の

目的は、大規模災害に備えた事前防災や減災、

迅速な復旧・復興のための強靭な国土づくり

とともに、国際競争力の向上に資する強靭な

国土づくりです。この国際競争力の向上に資

する事業とは、高速道路や新幹線、港湾、空

港など巨大開発事業につけられる修飾語にほ

かなりません。また、基本方針には、国家及

び社会の重要な機能の代替性の確保と規定さ

れています。代替性との理由付けは、外環道

や圏央道、新名神など大都市圏環状道路や１

万4,000㎞の高速道路網をつなぐ建設事業の

口実とされてきたものです。 

○議長（石橋英和君）９番 上田君。 

○９番（上田良治君）いろいろと問題点もあ

るかとも思いますけれども、いろいろと公共

投資をしていくことによって雇用も生まれて

くると。また、企業も元気になっていくんじ

ゃないかなということで、そういった需要を

いろいろと創出することによって、デフレ等

も脱却していけるんじゃないかなと、そうい

うふうに思ってございますので、我々といた

しましては、この国土強靭化基本法の成立を

早期にしていただきたいということでござい

ます。 

○議長（石橋英和君）ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）ないようですので、こ

れをもって質疑を終結いたします。 

 ９兆円の事業費がかかるリニア中央新幹線

建設も認めてきました。ダム建設事業は、水

害・防災対策として建設促進されかねません。

さらに、社会インフラ老朽化の危険から国民

の命、安全を守ることは、国土強靭化の目的

にはなっていません。他の国土計画関係法と

同様に、環境保全や自然再生の視点や住民参

加の仕組みもありません。結局、防災老朽化

対策の重視とは名ばかりで、大規模災害を口

実に、新規の大型開発事業を見直すどころか、

継続・拡大させる根拠にされるものにならざ

るを得ません。 

 お諮りいたします。ただ今議題となってお

ります議員提出議案第１号については、会議

規則第37条第３項の規定により、委員会の付

託を省略いたしたいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）ご異議なしと認めます。 

 よって、委員会の付託を省略することに決

しました。 

 これより、討論に入ります。 
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 私たち日本共産党は、公共事業悪という立

場ではありません。公共事業政策で大事なの

は、国民の命、安全、暮らしに必要な事業は

何か、何を優先すべきかを見定めることです。

新規の高速道路や新幹線建設は、優先度は高

くありません。今、最優先しなければいけな

いのは、耐震化対策や老朽化対策など、既存

社会資本の維持、管理、更新です。このため、

公共事業政策は財界大手ゼネコンなどの国際

競争力強化を軸にした産業政策や大型開発依

存型の地方活性化策から、国民の命、安全、

暮らしを守り、地域経済再生に役立つ方向へ

根本的転換を図る必要があると考えます。 

○議長（石橋英和君）日程第26 議席の一部

変更について を議題といたします。 

 議員の所属会派の移動により、議席７番 

山田君を８番へ、議席８番 中西君を７番へ

変更いたしたいと思います。 

 お諮りいたします。 

 ただ今、申し上げたとおり、議席の一部を

変更することにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）ご異議なしと認めます。 

 よって、そのように決しました。 

                     

○議長（石橋英和君）この際、報告いたしま

す。  以上をもって反対討論といたします。 

○議長（石橋英和君）ほかにありませんか。  総務委員長、経済建設委員長、文教厚生委

員長及び議会運営委員長から、委員会におい

て審査及び調査中の事件につき、会議規則

第111条の規定により、お手元に配付いたしま

した申出書のとおり、閉会中の継続審査及び

調査をいたしたい旨の申し出があります。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）ないようですので、こ

れをもって討論を終結いたします。 

 これより、議員提出議案第１号 防災・減

災等に資する国土強靭化基本法の早期成立を

求める意見書について を採決いたします。  お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸

君の起立を求めます。 

 委員長申し出のとおり、閉会中の継続審査

及び調査に付することにご異議ありませんか。 

（賛成者起立） 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（石橋英和君）起立多数であります。 ○議長（石橋英和君）ご異議なしと認めます。 

 よって、議員提出議案第１号は原案のとお

り可決されました。 

 よって、委員長申し出のとおり、それぞれ

閉会中の継続審査及び調査に付することに決

しました。  お諮りいたします。 

 ただ今、意見書案４件が議決されましたが、

その字句、数字、その他整理を必要とするも

のについては、その整理を議長に委任された

いと思います。 

                     

○議長（石橋英和君）以上で本日の日程は終

わりました。 

 これにて本議会に付議された案件の審議は

全部終了いたしました。  これにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕                      

○議長（石橋英和君）ご異議なしと認めます。 ○議長（石橋英和君）閉会にあたり、市長か

ら発言の申し出がありますので、市長の発言

を許します。 

 よって、そのように決しました。 

                     

日程第26 議席の一部変更について  市長。 
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〔市長（木下善之君）登壇〕 

○市長（木下善之君）９月市議会定例会の閉

会にあたりまして、一言ごあいさつを申し上

げます。 

 議員の皆さん方におかれましては、９月２

日の開会以来、19日間にわたりまして、補正

予算などあわせて24件の議案につきまして、

ご承認をいただきましたこと、心から御礼を

申し上げます。 

 会期中、議員各位から賜りましたご意見等

につきましては、今後の市政運営に十分反映

してまいりたいと考えておるところでござい

ます。 

 さて、今週の15日から16日にかけまして紀

伊半島沖を通過した台風18号によりまして、

市内でも各所に被害が発生いたしました。住

宅等被害に遭われた方々、避難所に避難され

た方々に心からお見舞いを申し上げる次第で

あります。 

 経済建設委員会でも報告させていただきま

したとおり、市道などの倒木や路肩崩壊等の

復旧は既に対応いたしました。また、宿地区

が倒木や道路の崩壊、陥没により、やどりの

宿泊された方、13人かと聞いたんですが、全

く孤立化しまして、議員の皆さんにも大変ご

心配をおかけしましたが、伊都振興局のお力

により復旧をしていただき、孤立の方も皆帰

られたわけでございます。まだ高野山側など

不通区間もありますので、市といたしまして

も県等関係機関に働きかけまして、復旧に向

けて最大限努力をしてまいりたいと考えてお

ります。 

 さらに、2015年の国体会場であります南馬

場緑地広場も、一昨年と同じような大きな被

害を受けました。紀の川の水位上昇により水

没したため、流木等が散乱し、表土もかなり

削り取られてしまったところであるんですが、

紀の川河川敷グラウンドとして、今後の対応

について現在協議しているところでございま

すが、議員の皆さまにもご相談をさせていた

だきたいと思いますので、よろしくお願いを

申し上げます。 

 次に、2020年の夏季オリンピック・パラリ

ンピックの東京開催が決まりました。夏のオ

リンピックの我が国での開催は、昭和39年の

東京オリンピック以来56年ぶりとなります。

最近はうれしい話題が少ない中で、大変大き

な喜びとなりました。本市には中村智太郎選

手をはじめ有望なスポーツ選手がたくさんお

ります。一例といたしましては、市長室へ報

告を受けたわけでございますが、今年の８月

１日から４日にかけて山梨県で開催された

第30回全国小学生ソフトテニス選手権大会で、

橋本市が主力の団体戦では和歌山県が男女と

も優勝いたしました。また、個人戦では、女

子で三石台の木原恵菜さん、そして木原那菜

さんのペアが優勝し、男子では向副の松原幹

さんが準優勝するなど、本市として輝かしい

成績を修めました。10月20日には和歌山市で

祝賀会が開催される予定でございます。そう

いうことでございまして、この東京オリンピ

ック決定を契機に、スポーツにさらに力を入

れてまいりたいと思います。 

 台風の通過とともに、めっきり涼しくなり

ました。先ほども台風18号の被害についてお

話させていただきましたが、秋は台風の季節

でございます。特に最近は地球温暖化により、

強烈な台風の襲来が懸念されます。市としま

しても、防災体制に万全を期してまいりたい

と考えております。議員各位におかれまして

も、どうぞお力添えのほど、よろしくお願い

を申し上げまして、９月市議会定例会の閉会

にあたりましてのごあいさつとさせていただ

きます。 

 ご苦労さんでございました。 

○議長（石橋英和君）これにて、平成25年９
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月橋本市議会定例会を閉会いたします。 （午前11時37分 閉会） 
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